
 

専 決 第 6 号 

  

令和6年度加賀市一般会計補正予算(第6号) 

  

 令和6年度の加賀市一般会計補正予算(第6号)は、次に定めるところによる。 

 (歳入歳出予算の補正) 

第1条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 265,800 千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ 38,616,600 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和6年12月18日専決 

  

加賀市長 宮 元   陸       
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第１表　歳入歳出予算補正

　１歳　入

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 計

15.　国庫支出金 7,514,601 265,800 7,780,401

 2.　国庫補助金 3,320,127 265,800 3,585,927

38,350,800 265,800 38,616,600

　２歳　出 （単位：千円）　－は減を示す

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

 3.　民生費 13,437,606 265,800 13,703,406

 1.　社会福祉費 6,663,438 250,800 6,914,238

 2.　児童福祉費 5,340,288 15,000 5,355,288

38,350,800 265,800 38,616,600

（単位：千円）　－は減を示す

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　出　　　合　　　計
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予 算 説 明 書 



　１　総括
　（歳　入） （単位：千円）　－は減を示す

款 補　正　前　の　額 補　正　額 計

15.国庫支出金 7,514,601  265,800  7,780,401

歳  入  合  計 38,350,800  265,800  38,616,600

一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書

　（歳　出） （単位：千円）　－は減を示す

国県支出金 地方債 その他

 3.民生費 13,437,606 265,800 13,703,406 265,800 0

歳  出  合  計 38,350,800 265,800 38,616,600 265,800 0

款 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

-3-



　２　歳　入
　第 15 款　　国庫支出金 第  2 項　　国庫補助金 （単位：千円）　－は減を示す

区　　分 金額

 27  1 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 265,800
物価高騰対応重点支援地方創生 856,093 265,800 1,121,893 物価高騰対応重点支援地 265,800
臨時交付金 方創生臨時交付金

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　明

計 3,320,127 265,800 3,585,927
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　３　歳　出
　第  3 款　　民生費 　　　　　　　第  1 項　　社会福祉費 （単位：千円）　－は減を示す

細目名 金額

国県支出金 地方債 その他

 1  1
社会福祉総 996,554 250,800 1,247,354 報酬 507
務費  3  7 　 臨時特別給付金給付事業費

職員手当等 650 臨時特別給付 250,800 250,800                        250,800
 4 金給付事業費
共済費 81
 8
旅費 13
10
需用費 799
11
役務費 3,033
12
委託料 3,000
13
使用料及び 2,717
賃借料
18
負担金、補 240,000
助及び交付
金

　第  3 款　　民生費 　　　　　　　第  2 項　　児童福祉費 （単位：千円）　－は減を示す

細目名 金額

国県支出金 地方債 その他

 1 10
児童福祉総 1,992,804 15,000 2,007,804 需用費 836
務費 11  10 　 子育て世帯臨時特別給付金給付事

役務費 124 子育て世帯臨 15,000 15,000 業費                    15,000
13 時特別給付金
使用料及び 40 給付事業費
賃借料
18
負担金、補 14,000
助及び交付
金

(物価高騰生活支援給付金給付事業
費)

(物価高騰生活支援給付金(こども
加算分)給付事業費)

15,000

15,000 15,000

説　　明
区分 金額 特定財源 一般財源

計 5,340,288 15,000 5,355,288

目 補正前の額 補正額 計
節 補正額の財源内訳

250,800

250,800 250,800

金額
特定財源

一般財源

計 6,663,438 250,800 6,914,238

目 補正前の額 補正額 計
節 補正額の財源内訳

説　　明
区分
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一般職

（１）総括 （単位：千円） -は減を示す

( 426 )

590

( 425 )

590

( 1 )

0

（　）内は、会計年度任用職員以外の職員にあっては、短時間勤務職員数を外書きし、また、会計年度任用職員にあっては、会計年度任用の

職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短

い職員数を外書きしたもの。

（単位：千円） -は減を示す

補正後 57,100 22,962 50,368 5,897 307,369 32,571 1,074

補正前 57,100 22,962 50,368 5,897 306,719 32,571 1,074

比　較 0 0 0 0 650 0 0

補正後 613,198 494,091 174,398 3,920 37,790 0

補正前 613,198 494,091 174,398 3,920 37,790 0

比　較 0 0 0 0 0 0

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分
職員数
（人）

給　　与　　費

共済費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

補正後 628,481 2,198,377 1,800,738 4,627,596

補正前 627,974 2,198,377 1,800,088 4,626,439 838,740 5,465,179

838,821 5,466,417

比　較 507 0 650 1,157 81 1,238

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 住居手当

区　　分 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 退職手当 地域手当

管理職手当 特殊勤務手当
時間外勤務

手当
通勤手当 宿日直手当

児童手当 単身赴任手当
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円） -は減を示す

( 3 )

565

( 3 )

565

( 0 )

0

（　）内は、短時間勤務職員数を外書きしたもの。

（単位：千円） -は減を示す

補正後 57,100 22,962 50,368 5,849 302,300 31,379 1,074

補正前 57,100 22,962 50,368 5,849 302,300 31,379 1,074

比　較 0 0 0 0 0 0 0

補正後 479,851 382,945 174,398 3,920 37,410 0

補正前 479,851 382,945 174,398 3,920 37,410 0

比　較 0 0 0 0 0 0

給　　料 職員手当 計
区　　分 備　　考

職員数
（人）

給　　与　　費

共済費 合　　計

補正後 2,129,193 1,549,556 3,678,749 694,437 4,373,186

補正前 2,129,193 1,549,556 3,678,749 694,437

比　較 0 0 0 0 0

4,373,186

通勤手当 宿日直手当

児童手当 単身赴任手当

区　　分 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当
時間外勤務

手当

職員手当の内訳

区　　分 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 退職手当 地域手当
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イ　会計年度任用職員 （単位：千円） -は減を示す

( 423 )

25

( 422 )

25

( 1 )

0

（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たり

の通常の勤務時間に比し短い職員数を外書きしたもの。

（単位：千円） -は減を示す

補正後 48 5,069 1,192

補正前 48 4,419 1,192

比　較 0 650 0

補正後 133,347 111,146 380

補正前 133,347 111,146 380

比　較 0 0 0

区　　分
職員数
（人）

給　　与　　費

共済費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

69,184 251,182 948,847 144,384 1,093,231補正後 628,481

補正前 627,974 69,184 250,532 947,690 144,303 1,091,993

81 1,238比　較 507 0 650 1,157

通勤手当 宿日直手当

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 住居手当

区　　分 期末手当

管理職手当 特殊勤務手当
時間外勤務

手当

勤勉手当 寒冷地手当 退職手当 地域手当 児童手当 単身赴任手当
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